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はじめに 

筆者はニッセイ基礎研 REPORT2003 年 7 月号に「2003 年は日本の『ＣＳＲ経営
．．

元年』」を執筆した。

それから 10 年経とうとする現在、1956 年の経済同友会決議「経営者の社会的責任の自覚と実践」を

起点とする日本ＣＳＲは、60年近い歴史の中で最も大きな転換期を迎えようとしている。 

欧米ＣＳＲとの比較において、日本ＣＳＲは「法令遵守＋社会貢献＋環境対応」と言われる1。この

“日本ＣＳＲのＤＮＡ”とも言うべき特徴は、1960 年代から 1990 年代にかけて、日本企業が不祥事

と反省・自戒を繰り返すなかで、国内での論議から独自に形成されてきたものである。 

ところが 2000 年代に入ると、欧米調査機関からＳＲＩ（社会的責任投資）銘柄選定のために膨大な

アンケートが届くようになり、日本企業は自分達の考え方とは異なる欧米ＣＳＲを知った。この“欧

米ＣＳＲショック”を契機にＣＳＲの概念や実践に関する彼我の反発・理解・模索という「日本ＣＳ

Ｒの過渡期」の10年が始まった。その流れの中で、2003年の「ＣＳＲ経営
．．

元年」を迎えたのである。 

2010 年代になると、世界的なＣＳＲの新しい動きが始まった。2010 年に ISO26000（社会的責任の

国際規格）が正式に発行され、ＣＳＲの基本概念と実践課題が国際的に合意された。翌 2011 年には

IIRC（国際統合報告委員会）が、財務情報と非財務情報（環境・社会・統治）を統合して報告するフ

レームワーク（案）を提示した。そして、世界の企業が参加する実証プロジェクトが始まった。 

今、ＣＳＲは世界が歩調を合わせながら新たな方向に動き出したのである。このグローバルな新潮

流を背景に、日本企業は好むと好まざるとにかかわらず、これまでの日本ＣＳＲのＤＮＡとは異なる、

新しい発想に基づくＣＳＲ経営に取り組むことになろう。 

本稿では、“日本ＣＳＲのＤＮＡ”が1960年代以降いかに形成されたのかを概観し、2000 年代の“欧

米ＣＳＲショック”を経て模索する状況を分析する。そして、2010年代に入って登場した二つの世界

標準（ISO26000 と統合報告）によって、グローバルにＣＳＲの概念・実践・報告が統一されていく中

で、日本企業がこれまでの発想とは異なる新しいＣＳＲ経営に取り組む必要性を論じる。 

                                                 
1 藤井敏彦「ヨーロッパのＣＳＲと日本のＣＳＲ」（日科技連出版社、2005 年）によれば、米国ＣＳＲは「（株主価値＋）フィランソロピー×

地域社会＋企業市民」、欧州ＣＳＲは「社会問題＋人権問題＋従業員問題」と要約できる。 

2012-11-30 

基礎研 

レポート
日本の「ＣＳＲ経営

．．
元年」から 10 年 

“日本ＣＳＲのＤＮＡ”は、いかに形成され、どう変貌するのか 
 

 

 

 

 

 

保険研究部門 上席主任研究員 川村 雅彦 

(03)3512-1789  kawam@nli-research.co.jp 

ニッセイ基礎研究所 

http://www.nli-research.co.jp/report/report/2003/07/li0307b.html


 
 
2｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2012-11-30｜Copyright ©2012 NLI Research Institute All rights reserved 

1――日本ＣＳＲのＤＮＡは、いかに形成されたのか？ 

1｜ 60 年に及ぶ歴史をもつ日本独自のＣＳＲ 

日本におけるＣＳＲは、2000 年頃に“黒船”のように欧米から突然突き付けられたものではない。

経済同友会が「経営者の社会的責任の自覚と実践」を決議した 1956 年を「ＣＳＲ元年」2として、60

年に及ぶ長い歴史がある。この間に日本企業は不祥事と反省・自戒をほぼ10年ごとに繰り返し、その

たびにＣＳＲの社会的論議が再燃するなかで、日本独自のＣＳＲのＤＮＡが形成されてきたのである。 

これが、欧米ＣＳＲとの比較で日本ＣＳＲが「法令遵守＋社会貢献＋環境対応」と言われる要因で

ある。そこで、各時代の経済社会情況に対応した日本ＣＳＲのＤＮＡの形成過程を概観する（図表1）。 

図表 1：日本ＣＳＲのＤＮＡの形成過程 

起点 

(1956 年) 

経済同友会の決議「経営者の社会的責任の自覚と実践」：1956 年 

⇔ 1956 年は日本のＣＳＲ元年 

第１期 

(1960 年代) 

産業公害に対する企業不信・企業性悪説 

⇒ 公害対策基本法の成立（特定汚染規制、出口管理）:1967 年 

⇒ 企業現場での産業公害への個別対策 

第２期 

(1970 年代) 

列島改造論・石油ショック後の企業の利益至上主義批判 

⇒ ＣＳＲと商法改正の大論争、ＣＳＲ国会決議:1974 年 

⇒ 公害部の創設、利益還元の財団設立 

第３期 

(1980 年代) 

相次ぐ総会屋事件とカネ余り・バブル拡大 

⇒ 企業市民としてフィランソロピーやメセナの展開 

第４期 

(1990 年代) 

バブル崩壊と企業倫理問題、地球環境問題の顕在化 

⇒ 経団連「企業行動憲章」の制定:1991 年 

⇒ ISO14001 の発行（環境マネジメント・システム）：1996 年 

⇒ 企業行動規範の策定、地球環境部の設置 

第５期 

(2000 年代) 

相次ぐ企業不祥事、新しいステークホルダーの認識 

⇒ 欧米ＳＲＩファンドの襲来、ＣＳＲ格付の普及 

⇒ ＣＳＲ部・室の設置、バウンダリーの認識 

⇔ 2003 年は日本のＣＳＲ経営
．．

元年 

第６期 

(2010 年代) 

ISO26000（社会的責任の国際規格）の発行：2010 年 

⇒ 日本経団連「企業行動憲章」の改訂：2010 年 

⇒ ISO26000 を基にＣＳＲ経営・報告の見直し 

IIRC の「統合報告」公開草案の公表：2011 年 

⇒ 日本を含め世界的に統合報告書の発行企業の増加 

（注 1）1970 年代から日経新聞にＣＳＲ記事のない年はない。ただし、「ＣＳＲ」の英語表記は 2000 年頃から。 

（注 2）網掛けは企業の対応を示す。 

(資料) 筆者作成 

                                                 
2 「企業の社会的責任」の言葉と概念自体は、戦後まもなく米国から輸入されたもので、その後国内で独自の発展を遂げた。 

ここまでは国内独自
視点で日本ＣＳＲの
ＤＮＡ形成 

ここからは世界的視点
でＣＳＲの概念・実践・
報告の統一 

日本ＣＳＲと欧米ＣＳＲ
の反発・理解・模索 

⇒日本ＣＳＲの過渡期 
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2｜ 各年代における企業不祥事批判から得た日本ＣＳＲへの教訓 

① 1960 年代の産業公害に対する批判からの教訓 

1960 年代にＣＳＲが問われたのは、高度経済成長の過程で企業が私的利益を優先した結果、水俣病

に代表される産業公害の社会的弊害が激化したからである。公害に対する住民や被害者の運動が活発

化し、訴訟も相次ぎ企業不信が高まった。これに対して1967 年に公害対策基本法が成立し、有害物質

を大気や水域への排出直前に除去することが義務付けられた（排出端での直接規制）。当初の不誠実な

態度から企業性悪説が唱えられたこともあり、製造業を中心に企業は生産現場で法令を忠実に守って

公害対策を実施した。 

これが、法令遵守と公害対策を重視する日本ＣＳＲのＤＮＡの基盤となったと考えられる。なお、

脱硫や廃水処理など浄化装置の設置義務が、日本の公害防止技術の発展を促したのも事実である。さ

らに1970 年代の石油ショックに伴う省エネ技術の向上と相まって、後年の環境技術の飛躍的な発展に

つながったことが、日本ＣＳＲの環境対応への親和性をより高めた。 

② 1970 年代の利益至上主義に対する批判からの教訓 

1970 年代に入ると、日本列島改造論を背景に地価が高騰し、企業の土地投機や商社の商品投機が社

会問題化した。1973年の石油ショック後には、企業の便乗値上げや買い占め・売り惜しみで生活物資

が高騰し、国会で狂乱物価が集中審議され、企業の利益至上主義が強く批判された。1974年には石油

連盟が独禁法違反で強制捜査を受け、この頃頻発した欠陥商品問題もあって反企業ムードが広がった。 

厳しい企業批判を背景に、1970年代には「企業の社会的責任」(当時はＣＳＲと表現せず)が社会的

に大きくクローズアップされ、多くの著書や論文が出された。日本経済新聞社、日本生産性本部、通

商産業省などは企業評価指標を提案している。また商法学者と経済団体を巻き込んで、ＣＳＲの法制

化についての論議も活発となり、1974 年の商法改正時にはＣＳＲに関する国会決議がなされた。 

このようなＣＳＲ論議の盛り上がりに対して、1973 年に経済団体は企業のあるべき姿について提言

したが、企業の対応は公害部の創設や利益の社会還元のための財団設立にとどまった。この時期に“本

業の根幹に係わるものではないが、法令遵守、社会貢献、公害対策がＣＳＲ”という日本ＣＳＲのＤ

ＮＡの基本形が確立したと考えられる。因みに、「企業の社会的責任」という言葉が「現代用語の基礎

知識」(自由国民社刊)に初めて登場したのも、この年であった。 

③ 1980 年代の生活ゆとり論議と米国発の社会貢献概念の定着 

1980 年代はＣＳＲの後退期と言われる。上場企業の総会屋事件が話題となったが、1970 年代後半の

企業の自戒により大きな企業不祥事がなかったからである。他方、1985 年のプラザ合意による急激な

円高の影響で日本企業は海外に進出し、欧米の企業文化や国民生活に接して彼我の差にカルチャーシ

ョックを受けた。国内ではウサギ小屋と揶揄された住宅事情や長時間労働など生活のゆとりのなさ、

また男女不平等待遇も社会問題となり、企業と従業員の関係が注目された。 

他方、カネ余りからバブルの予兆がある中で、企業市民の概念が米国から導入された。1980 年代前

半は企業財団設立ブームとなり、学術・芸術・福祉などの分野で助成を通じた社会貢献活動が活発化

した。母体企業でもフィランソロピー（慈善事業）やメセナ（芸術支援）が盛んとなり、1989 年に企
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業メセナ協議会、1990年に経団連1％クラブが設立された。これらの動きから、ＣＳＲ＝社会貢献と

いう発想が日本ＣＳＲに定着したようである。 

④ 1990 年代のバブル崩壊後の倫理問題と地球環境問題からの教訓 

1980 年代末期から日本社会はバブル景気に沸いたが、1990 年前後をピークにバブルは弾けた。バブ

ル崩壊の過程で、証券会社の大口投資家への損失補填、建設業の談合、機械メーカーのココム違反、

さらには不正経理による大手金融機関の破綻などが続出し、国際的にも企業不信を招いた。バブルの

危うさを憂慮した経団連は、1991 年に「企業行動憲章」を制定することになった。これに対応して、

企業の多くは独自の行動規範を策定し、企業倫理や法令遵守を再び強調した。 

一方、1990年代に入って、オゾン層破壊、熱帯雨林破壊、地球温暖化などの地球環境問題が深刻化

してきた。世界的に地球環境の持続可能性が認識され、1992 年には世界の首脳が一堂に会した地球サ

ミットが開催された。日本の環境政策も直接規制から経済的手法へと転換し、企業には従来の公害対

策に加えて、事業活動と製品・サービスにおける環境負荷の低減が求められた。それゆえ、公害対策

は環境対応へと拡大した。 

環境問題への親和性が高い日本企業は、1996年に ISO14001（環境マネジメントシステムの国際規格）

が発行されるとその認証を競うように取得し、公害部を解消して地球環境部を設置した。これを契機

に日本企業の環境経営の取組が始まった。1999 年には日本初のエコファンドが登場し、環境格付が普

及した。そこで得た教訓は、地球環境の持続可能性とともにP-D-C-A 型マネジメントサイクル、さら

にステークホルダーやサプライチェーンの認識であり、後のＣＳＲ経営に繋がった。 

これまで述べてきたことから、「法令遵守＋社会貢献＋環境対応」と言われる日本ＣＳＲのＤＮＡは、

1960 年代から 1990年代に至る国内での教訓の積み重ねによって独自に形成されたことがわかる。 

⑤ 2000 年代の頻発した不正行為と欧米ＣＳＲ襲来からの教訓 

〔頻発する不正行為に対する厳しい批判への対応〕 

2000 年代に入ると、ブランド企業の不正行為が相次いで明らかになり、再び厳しい批判を浴びた。

2000 年に食品メーカーの食中毒事件や自動車メーカーのリコール隠し、2002年に食品メーカーの牛肉

偽装、電力会社の原発トラブル隠し、さらに2004 年には総合商社のＤＰＦデータ捏造、鉄道会社の株

主虚偽報告などが発覚した。2000年代前半の企業不祥事には枚挙の暇がなく、内部告発により発覚し

たことも特徴であった。 

2000 年代後半には、“食品業界の常識”とも言われた産地偽装、期限切れ材料の使用などが立て続

けに発覚し、消費者の食の安全意識を背景に企業の存続問題にもなった。この時も企業体質や企業倫

理、法令遵守が厳しく問われた。折からの保険会社のいわゆる保険金不払いについても、“契約者の請

求主義”に基づくものの、一部では同質の問題が指摘された。 

企業の信頼性が根底から揺らぐ事件の続発を目の当たりにして、経済団体をはじめ監査法人やＮＰ

Ｏは、企業倫理や法令遵守はもとより経営のありかた
、、、、

を根本的に見直すことを強く求めた。経済同友

会の「2003年版企業白書」では、企業のあるべき姿やＣＳＲの本質を論じ、ＣＳＲの実践領域として

企業統治ならびに市場、環境、人間、社会を明確に提示した。 
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〔欧米ＣＳＲの襲来と日本ＣＳＲの模索の始まり〕 

上述した一連の企業不祥事と時同じくして、2000 年頃から日本ＣＳＲとは基本概念が異なる欧米Ｃ

ＳＲが、遠慮なく日本企業に押し寄せて来るようになった。つまり、予期せずに欧米調査機関からＳ

ＲＩ銘柄選定のための膨大なアンケート攻勢に見舞われたのである。これによって日本ＣＳＲは転機

を迎えることになるが、確かに“黒船”だったのかも知れない。 

アンケートでは法令遵守や環境問題だけでなく、馴染みのない企業統治や人権・労働あるいは顧客・

消費者など幅広い社会的課題への対応が問われた。日本企業は違和感を覚えながらも、世界の投資家

からのＣＳＲ格付でもあり、回答せざるを得なかった。それまでの日本ＣＳＲとは違う欧米ＣＳＲを

知って、日本企業は当初反発したが、事業のグローバル化の中で次第に理解できるようになり、そこ

から模索が始まった。つまり、「日本ＣＳＲの過渡期」の10年の始まりである。 

こうした動きの中で、2003 年にはリコーを筆頭に問題意識の高い企業は、社長直轄のＣＳＲ室を設

置し担当役員を任命してＣＳＲ経営に転換した。これと軌を合わせるように、国内でもＳＲＩファン

ドが本格化した。それゆえ、筆者は2003年を「ＣＳＲ経営
．．

元年」と呼ぶ。ここで得た教訓は、企業倫

理と法令遵守（内部統制）の再認識に留まらず、グローバルな視点からの社会の持続可能性とともに、

企業統治や説明責任、さらに新しいステークホルダーの存在の認識であった。 

しかし、現実には2000年代も企業不祥事が相次ぎ、多くの企業は企業倫理や法令遵守への対応に忙

殺され、社会の持続可能性を考える本来のＣＳＲには至らなかった。経済同友会は2006 年の「日本企

業のＣＳＲ：進捗と展望」で次のように憂慮している。「企業不祥事が後を絶たず、本来は企業と社会

の相乗発展をめざすべきＣＳＲが、依然として不祥事防止を中心に語られている現状は遺憾である。」 

 

3｜ 4 つの流れが合体した日本ＣＳＲのＤＮＡ 

日本ＣＳＲは、1990 年代までに企業不祥事からの教訓の積み重ねで独自のＤＮＡが形成され、2000

年代の模索の中で基本理念なきままに４つの流れが合体した（図表2）。総括的に言えば、利益至上主

義と不正行為への批判に対応する「企業基点の発想」が強く、社会の持続可能性に向けた「社会的課

題の発想」は弱い。ここで日本ＣＳＲへの４つの流れについて、それぞれ簡単にまとめる。 

① 企業不祥事の反省・自戒の積み重ねによる「法令遵守」の重視 

なぜ、日本ＣＳＲは法令遵守を重視するのか3。頻発する企業不祥事に対する厳しい批判を目の当た

りにして、企業は社会や市場の信頼を回復するために、まず企業倫理や法令遵守を徹底していること

を対外的に示す必要があった。社内的には再発防止や内部統制、コンプライアンス教育に努めた。つ

まり、企業の存続性に焦点を当て、企業不祥事を防止するために自己規律的な企業倫理や法令遵守を

ＣＳＲの基本と位置付けるようになり、体制整備を重視した。 

② 本業とは直接関係のない利益還元型の「社会貢献」の推進 

ＣＳＲ＝社会貢献とする考え方は、今でも日本企業に根強い。企業体質のネガティブな側面に対す

る企業批判を受け、企業イメージ向上をめざして利益の社会還元のための企業財団が多く設立された。

                                                 
3 現在では、ＣＳＲとして法令遵守は当然のことであり、ＣＳＲ ＝Beyond Compliance が世界的な常識となっている。 
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母体企業とは別組織の社会貢献活動ながら、それによって社会的責任を果たすという発想が定着し、

日本企業には弱かった社会的視点を醸成したという点では大きな意味がある。しかし、長年培われた

ＤＮＡから、本業との関係は薄い利益還元型の社会貢献概念が日本ＣＳＲに定着した。 

③ 産業公害の経験と地球環境の持続可能性から「環境対応」の積極化 

日本企業は環境問題に関心が高く、ISO14001 の認証取得数も世界一となった。これは産業公害の苦

い経験に負うところが多く、環境問題への親和性が高いからである。特に地球環境問題が顕在化した

ことから地球環境の持続可能性が認識され、多くの日本企業が環境マネジメントシステムを導入して

環境経営へと転換した。グローバルなサプライチェーンにおける環境対応も始まった。当初は製造業

中心であった環境経営は、次第に金融機関を含む非製造業にも浸透した。 

④ 企業価値にかかわる新しい「ステークホルダー」の認識 

日本社会の企業中心の価値観は、高度成長期に多様なステークホルダーを運命共同体として内部に

取り込む形で形成されてきた。しかし、企業不祥事の頻発で、モラルの脆弱さや内向きの企業風土が

指摘され、情報開示や説明責任が信頼回復の要諦となった。一方で、これまで認識していなかった新

しいステークホルダー群が登場し、その利害を尊重することが企業価値の向上にも繋がることが理解

されてきた。 

国内では顧客・消費者と従業員を中心に新たな取組が始まったが、サプライチェーンにおける新興

国や途上国の労働現場での人権問題や貧困問題にはなお疎いままである。因みに、近年の日本企業の

ＣＳＲ報告書は、ステークホルダー別に構成されることが多い。 

図表 2： 4 つの流れが合体した日本ＣＳＲのＤＮＡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2――模索する日本ＣＳＲ：これまでの 10 年 
2003 年はＣＳＲ経営

．．
元年となったが、実は 2000 年代のＣＳＲ模索の始まりでもあった。その後、

ＣＳＲ経営の体制や報告は一定のパターンが確立したが、社内浸透も十分でなく様々な要因から“踊

り場”で悩むようになった。 

企業不正行為の続発

利益至上主義の批判

産業公害の批判

コンプライアンスの確立

社会貢献の推進

地球環境問題の認識

日

本

Ｃ

Ｓ

Ｒ
企業中心社会の変容 ステークホルダーの認識

 (資料)筆者作成 
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1｜ 2003 年は日本の「ＣＳＲ経営
．．

元年」 

2003 年は日本企業が経営レベルでＣＳＲに取り組むようになった節目の年、ＣＳＲ経営元年である。

象徴的であったのは、リコーが１月1日に社長直轄のＣＳＲ室を設置したことである。人事・企画出

身の室長以下、環境・法務・総務出身者による室員構成で、専務をＣＳＲ担当役員に任命した。９月

にはＣＳＲ行動規範を策定し、ＣＳＲ委員会を通じてグループ企業や主要サプライヤーにも要請した。 

この年はリコーに続いて、Ｊ－フォン（当時）、帝人、ソニー、松下電器産業（当時）、ユニ・チャ

ーム、キヤノンなどがＣＳＲ経営への転換を機関決定し、三菱電機、富士ゼロックス、ＮＥＣ、東芝、

富士通、アサヒビール、イトーヨーカ堂などはＣＳＲ体制整備に着手した。また、ＣＳＲ担当役員だ

けをとりあえず任命した企業も少なからずあった。 

筆者がＣＳＲ経営
．．

元年と呼ぶのは、企業だけがＣＳＲ経営に転換したからではない。経済団体をは

じめ業界団体、金融機関や機関投資家・年金基金、監査法人、評価機関さらに省庁や行政機関など様々

なステークホルダーがＣＳＲにかかわる動きを活発化させたからである。また、ＮＰＯを含む多様な

主体によるＣＳＲをテーマとする研究会やセミナー・シンポジウムも目白押しであった。 

2｜ “踊り場”で模索する日本ＣＳＲ 

今振り返ると、2003 年のＣＳＲ経営
．．

元年は、正確にはＣＳＲ模索の開始であった。2000 年代後半に

なると、日本企業はＣＳＲ経営を模索する中で一定の到達感はあったものの、思考のパターン化に陥

った。キーワード「持続可能性」を認識するものの、ＤＮＡを統合する基本理念がないため要素論的

な印象がある。ＣＳＲ報告書の内容もパターン化して、満足感なき足踏みとも言える状態になった。

“踊り場”で模索する日本企業におけるＣＳＲ経営の悩みの構図を示したものが、図表3である。 

図表 3： 日本企業におけるＣＳＲ経営の悩みの構図 

（1） ＣＳＲの定義の曖昧さ・多義性 

 社是・社訓は具体的な行動規準とはならない   

 法令遵守、環境対応、顧客満足、従業員対応、社会貢献の個別活動の集合体 

 総花的で全体を統括する基本軸がない ⇒戦略性や優先順位が曖昧 

（2） ＣＳＲの経営戦略上の位置づけが不明確 

 経営層の理解・認識が弱い ⇒明確なビジョン・目標が描けない 

 従業員の意識が低い ⇒従業員教育の不足 

 費用 VS 効果が見えにくい  ⇒グループ企業やグローバル展開が困難 

（3） ステークホルダー・コミュニケーションの不十分さ 

 「本業でのＣＳＲ」の呪縛 ⇒主力商品との関連付けが曖昧 

 いかにＣＳＲ報告書を読んでもらうかに腐心 ⇒報告書の「作品化」「特集化」 

 評価機関からは高いＣＳＲ格付をもらいたい  ⇒世界標準の取り込み 

（4） 自社のＣＳＲ体系と世界標準との不整合 

 取組と報告における網羅性と重要性のバランスをどうとるか 

 社会の持続可能性と企業の持続可能性の 2 軸から考え始める 

 自社のＣＳＲ体系と ISO26000（案）の主要テーマとの整合性をどうとるか 

 (資料)筆者作成 
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3――ＣＳＲ概念の世界的な統一に向けた動き 
2010 年代に入ると「ISO26000」と「統合報告」というＣＳＲの世界標準が立て続けに登場し、世界

のＣＳＲが一気に収斂する様相を呈してきた。それぞれの概要と影響の大きさ、ならびに日本企業の

先進的な対応事例を述べる。 

1｜ ＣＳＲの国際規格ISO26000 の発行とインパクト 

10年の歳月をかけて、2010 年 11月にＣＳＲの国際規格ISO26000 が正式に発行された。その開発に

は、新興国・途上国を含む90を超える国および約40機関の専門家が関与するマルチステークホルダ

ー・アプローチ4が採用された。ISO26000 の根底にあるのは地球環境・社会の持続可能性であり、Ｃ

ＳＲを「企業の意思決定や事業活動が、社会および環境に及ぼす影響に対する企業の責任」と定義し、

7原則5を明確に示した。そのうえでＣＳＲの7中核主題（主要テーマとして、企業統治、人権、労働、

環境、事業慣行、消費者、コミュニティ参画・発展）と37の実践課題を明示するとともに、300以上

の推奨アクションを提示した。 

ISO26000 を新しい世界共通のモノサシとして、ＣＳＲを見直す日本企業は少なくないが、最も影響

を受けたのは、その開発に係わった日本経団連だったかも知れない。ISO26000 に準拠して 2004 年版

「企業行動憲章」を2010 年に改訂したからである。特に、前文において企業の位置づけを「利潤を追

求する経済的主体」から「付加価値を創出し、雇用を生み出すなど経済社会の発展を担う」に変更し

た。以下、企業の先進的対応事例である。 

① ISO26000 によるＣＳＲ経営・報告の見直し 

日本企業のISO26000に基づくＣＳＲ経営の見直しは始まったばかりであるが、その影響は早速2011

年版ＣＳＲ報告書に現れた。世界的に合意されたＣＳＲ標準というだけでなく、グローバルな事業展

開におけるリスクマネジメントとしても必須要件となったとの認識が要因と考えられる。企業により

具体的な対応は様々であるが、大きく3通りに分類することができる。 

1)自社の既存ＣＳＲ体系のまま取組総括でISO26000 対照表を添付 

例：帝人（既存ＣＳＲ体系からISO26000 への適合性を見る） 

トヨタ（ISO26000 から既存ＣＳＲ体系の実施項目を見る） 

2)自社の既存ＣＳＲ体系とISO26000 の中核主題・実践課題との関連付け 

例：リコー（編集プロセスで主要取組について検証・評価し、掲載記事を決定） 

損保ジャパン（中核主題ごとに今後の取組課題を抽出） 

3)自社の既存ＣＳＲ体系をISO26000 の中核主題・実践課題に準じて変更 

⇒ＣＳＲ報告書の目次も準拠 

例：東芝（ＣＳＲ経営強化のプロセス開示） 

大成建設（中核主題を基にしたＣＳＲ活動の再編） 

                                                 
4従来行われていた先進国の専門家中心の ISO 規格策定とは異なり、関係するステークホルダーが一堂に会して行う方式であり、本

件では世界中から政府・産業・労働・消費者・NGO・研究者の代表が参加した。 
5 説明責任、透明性、倫理的な行動、ステークホルダー利害の尊重、法の支配の尊重、国際行動規範の尊重、人権の尊重 
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② ISO26000 に基づくＰ-Ｄ-Ｃ-ＡツールとしてのＫＰＩ体系化 

さらにもう一つ重要な ISO26000 の影響がある。ＣＳＲ経営の見直しのなかで、ISO26000 を基に独

自の KPI（Key Performance Indicators：主要業績評価指標）体系を構築し、P-D-C-A ツールとして運

用を開始する企業がでてきた。KPI の採用は数値目標の設定と評価を意味し、定性的な評価になりが

ちなＣＳＲ経営の取組を超えて、定量的な成果を重視する姿勢の表れでもある。ここで、先進事例を

いくつか紹介する。 

東芝では ISO26000 に基づくＣＳＲマネジメント・サイクルが特徴的である。コーポレート部門と各

事業部門が連携して、本業（事業プロセスと主要プロダクト）における社会的影響度の観点から、取

組点検⇒課題抽出⇒KPI設定⇒計画実施⇒達成点検というサイクルを廻す。具体的には、ISO26000 の

中から 235 推奨項目をグループ共通の KPI（中期的な主要評価指標）として設定し、達成状況を自己

点検する。なお、そのマネジメント強化プロセスをWEB上で開示していることは注目に値する。 

大和ハウスでは ISO26000 を基に独自の KPI（財務を含む 8 分野、18 課題、40 指標）を策定して新

たなＣＳＲ体系を構築し、ステークホルダー・ダイアログ、事業部門別、全社評価会議による多層ス

コア評価により運用する。その KPI（同社はＣＳＲインディケーターと呼ぶ）は、自社の業種特性を

考慮しつつ中核主題の社会的課題の項目ごとに分かりやすく設定されている（図表4）。 

図表 4： ISO26000 に基づく KPI 体系化の先進事例 

大和ハウス： ＣＳＲ自己評価指標（ＣＳＲインディケーター）の抜粋 

分 野 社会的課題 指 標 （KPI） 

苦情解決 倫理・人権ヘルプラインの解決率 
人権 

差別および社会的弱者★ 障がい者雇用率、 女性管理職比率（目標達成率） 

労働における安全衛生★ 労災件数（前年比増減率）、 有給休暇取得率 
労働慣行 

人材育成、訓練★ 若年層の資格取得率、 経営幹部候補者の外部評価 

製品の CO2 削減貢献量、 事業所の CO2 排出削減率 気候変動の緩和、生物多様性

★ 生物多様性の自主基準の適合率 環境 

環境汚染の予防 建設廃棄物排出量の削減率 

公正な競争 下請法の対応（解決率）、 社員行動の取引先アンケート 
事業慣行 

バリューチェーン 契約業務の自主基準の適正度 

コミュニティへの参画★ 社会貢献（件数、実施率）、 NPO・NGO 協働機会 コミュニティ 

参画・発展 社会的投資★ 社会貢献活動費用、 ボランティア休暇取得率 

消費者の安全衛生 製品性能仕様の特別点検の実施率 
消費者 

消費者の支援・苦情の解決 住宅オーナー（購入者）の満足度 

透明性 ＣＳＲレポート外部評価、 IR サイトの外部評価 

ステークホルダー ステークホルダー・ダイアログ参加者（公募）の満足度 組織統治 

社会的責任の理解 ＣＳＲレポートの GRI ガイドライン対応度 

財務指標 収益率（営業利益率）、成長性（売上高、営業 CF）、安全性（金利負担力） 

（資料）大和ハウス工業「ＣＳＲレポート 2012」 31～32 頁、2012 年度より運用開始 （★は当面の重点取組課題） 
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2｜ 世界的な試行錯誤が始まった統合報告 

企業の情報開示において、「統合報告（Integrated Reporting）」の模索が世界的に始まっている。

統合報告とは、企業の売上や利益など財務情報と、ESG（環境・社会・統治）問題や中長期経営戦略な

ど非財務情報を関連付けてステークホルダーに報告するものである。背景には、グローバル化に伴う

企業の事業環境や社会的課題の認識に変化が起きていることがある。 

① ＩＩＲＣの統合報告フレームワーク草案とパイロット・プログラム 

IIRC（国際統合報告委員会）6が、2011 年 9 月にフレームワーク草案を公表し、統合報告の定義や

基本原則、構成要素について提案し、パブリックコメントを求めた（図表5）。IIRC は投資家を対象と

する統合報告によって、企業報告における主流化を目指している。実証実験的なパイロット・プログ

ラム7が 2011 年 10 月から開始され、2013 年末に総括が行われる予定である。つまり、実際どのよう

な報告書を作ればよいのか、実務的に試行錯誤をしながら統合報告の枠組と内容の議論が本格化して

いる。 

IIRC は「世界は変わった。報告も変わらなければならない。」と訴える。世界の変化とは、経済の

グローバル化を背景に地球規模の相互依存の強化、人口急増や消費増大に伴う資源逼迫に起因するも

のである。この変化が、地球環境問題とともにエネルギーや水・食糧など資源の利用可能性と価格に

重大な影響を与えている。それゆえ、社会・環境への影響力を強める企業には透明性と説明責任が期

待されている。つまり、財務情報中心の企業報告は 20 世紀型モデルとして確立されたが、21 世紀に

入って事業環境の枠組に大きな変化が起きており、企業報告を超えて企業経営のあり方や企業価値の

意味も問われているのである。 

図表 5： IIRC の統合報告の考え方 

統合報告フレームワーク（案） 

① 投資家が求める広範囲で長期的な観点の情報を提供 

② 社会の持続可能性と経済的価値の関係を明確にし、意思決定に ESG 要素と財務要素を相互連携 

③ 報告と意思決定のため、ESG 要素を会計に体系的に組み込むための枠組を提供 

④ 短期的な財務パフォーマンスの過度な依存から脱し、パフォーマンス指標を再検討 

⑤ ビジネスをマネージする経営層にも十分に利用できる情報を報告 

統合報告の原則と構成要素 

5 つの基本原則 6つの構成要素 

・長期的価値創造に向けた経営戦略の明確化 ・価値創造の経営戦略とビジネスモデル 

・財務情報と非財務情報の関連付け ・事業環境（リスクとチャンスを含む） 

・将来の事業方針の明確化 ・戦略目標と達成するための戦略 

・ステークホルダーの意見の取り入れ ・企業統治と役員報酬の関係 

・重点を絞った簡潔かつ信頼できる情報提供 ・戦略達成に向けた活動実績（KPI と KRI※） 
※Key Risk Indicators ・戦略達成に向けた課題と不確実性 

（資料）IIRC「統合報告フレームワーク（公開草案）」 

                                                 
6 世界の大企業、機関投資家、会計士団体、NPO などにより 2010 年に設立され、日本からのメンバーは東京証券取引所 CEO や日

本公認会計士協会常務理事など。議長は英国チャールズ皇太子の秘書が務める。 
7 世界から 70 社以上が参加し、日本からは武田薬品工業、昭和電機、新日本監査法人が参加している。 
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② 世界的に増える統合報告書 

現在、多くの企業は財務情報と環境・ＣＳＲなどの非財務情報を別々に開示している。しかし、ESG

の取組や中長期的な経営戦略が、財務パフォーマンスや経営実績にどのように影響を与えたのか分か

りづらい。それゆえ、将来志向の「統合報告」が必要となった。実際、財務報告を行うアニュアル・

レポートにＣＳＲ情報を掲載した統合報告書が世界的に増えており、欧州を中心に既に約 350 社が

2011 年版報告書を発行している。 

日本企業でも武田薬品工業、日東電工、昭和電工は数年前から統合報告を発行しており、海外株主

比率の上昇などを背景に2012 年版を発行した企業は既に40社を超えている。ただし、現状では財務

情報と非財務情報の「合体」から「統合」まで多様な形態が見られる。言うまでもないが、現在は試

行錯誤期とは言え、統合報告を考えるに当たっては、手段と目的の混同を避けるために、「何をどのよ

うに報告するのか」の前に、「なぜ報告するのか」を忘れてはならない。 

3｜ＣＳＲの方向性を決める世界標準 

ここまでは「ISO26000」と「統合報告」について述べたが、さらにこれらとの関係でＣＳＲの方向

性に影響を与える新たな動きもある。つまり、「GRI8の持続可能性報告ガイドライン第4版（公開草案）」

と「ＥＵ新ＣＳＲ戦略」である。これら4つは相互に関連を保ちながら、今後、ＣＳＲの実質的な世

界標準を牽引していくと考えられる。 

① ＧＲＩガイドライン第 4 版の草案（2011 年 9 月公開） 

GRI ガイドライン第 4 版（草案）はガバナンス、サプライチェーン、マネジメント・アプローチに

おいて2004年発行の第3版から大きく変わり、国際的に合意された基準などとの整合性を図っている。

特に企業活動の社会・環境への「影響（impacts）」は、ISO26000 の影響を強く受けている。つまり、

第3版では企業の操業や活動に関してやや曖昧に使われたが、第4版（草案）では明確な企業の価値

創出の文脈で、企業の事業活動や製品・サービスが経済・社会・環境に対して与える影響と定義され

た。これは、言うまでもなくISO26000 によるＣＳＲの定義そのものである。 

さらに GRI第 4版（草案）では他者への「影響力（influence）」も強調し、その行使により4種類・

8 方向の効果を提示して、その見える化のための「バリューチェーンのマッピング」を新たに盛り込

んだ。このことから、GRI 第 4 版（草案）は自社の社会・環境への影響力をマネジメントすることを

ＣＳＲの中核に位置付けており、今後のＣＳＲ経営の重要な論点となろう。 

② ＥＵ新ＣＳＲ戦略（2011 年 10 月発表） 

上記のGRIと前後して、欧州委員会は欧州における2012年から 2014年までの新しいＣＳＲ戦略を

発表した。欧州委員会もＣＳＲの定義を変更している。従来は「企業が業務運営とステークホルダー

との相互交流に社会・環境問題を自主的に組み込むコンセプト」であったが、新戦略では「社会・環

境への影響に対する企業の責任、そのための長期的・戦略的アプローチ」となった。ここでもISO26000

の影響が見られ、ＣＳＲの基本概念が世界的に収斂していることが読み取れる。 

一方、この影響に対する責任を事業プロセスに組み込み、株主や社会、ステークホルダーに対する

                                                 
8 ＣＳＲ報告書のガイドラインを策定する国際的 NPO で、Global Reporting Initiative の略。 
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「共有価値の創出（Creating Shared Value：ＣＳＶ）9」の最大化も求めている。つまり、ＣＳＲは

企業の社会的課題解決と競争力強化（社会価値と企業価値の両立）の文脈でも語られていることにな

る。なお、統合報告については、中長期の重要なゴールであり、欧州委員会は関心を持ってIIRCの活

動をフォローするとしている。 

 

4――これからの日本ＣＳＲの方向性：世界標準との整合性 

① 世界標準と日本ＣＳＲの DNA の変化 

これまで述べてきたことから、法令遵守、社会貢献、環境対応、ステークホルダーから成る日本Ｃ

ＳＲのＤＮＡは、重要だがISO26000 のＣＳＲ概念の一部の要素でしかないことがわかる。それぞれの

状況は以下のとおりである。 

法令遵守はISO26000 の中核主題でも実践課題でもない。法的義務を遂行し、“やってはならないこ

とをやらない”という、当然過ぎる「原則」の一つである。社会貢献（利益還元型の慈善事業）は中

核主題「コミュニティ参画・開発」の一部ではありうるが、地域の社会的課題を解決し持続可能な発

展に貢献するという本来の目的からは遠い。環境対応については、日本企業は総じて積極的であるが、

ＣＳＲが本来求めるものは環境と同時に社会の持続可能性であり、環境だけでは不十分である。ステ

ークホルダーの認識は比較的最近ではあるが、まだ視野が狭い。ＣＳＲの定義が「社会・環境への影

響に対する責任」であるため、国内の関係者に留まらず海外の事業所やサプライチェーンへの拡がり

が必要である。 

このように見ると、日本ＣＳＲのＤＮＡの要素自体は間違っていないが、これで十分と考えるとＣ

ＳＲのあるべき全体像を見失う。培われたＤＮＡを大事にしながらも、世界的に合意されたＣＳＲの

フレームワークに組み入れることが肝要である。他方、日本ＣＳＲのＤＮＡでは本業とは直接関係な

いところでの活動と思いこんできたが、統合報告の観点からは企業統治や企業戦略として財務・非財

務を相互連携・表裏一体で考えなければ、21世紀型の企業価値は生み出せない。 

ところで、日本には江戸時代からの商人道として、近江商人の「三方善し」や石田梅岩の「石門心

学」があり、自分だけが儲かるビジネスモデルは長続きしないと諫めてきた。これは日本人の勤勉さ

や倫理感との共感度が高かったため、日本ＣＳＲのより深いＤＮＡと考えることもできる。しかし、

今で言うステークホルダーの感覚はなく、グローバル化の中で人口増大や資源制約のある現代におい

ては、環境・社会の持続可能性という基礎的な条件が決定的に異なることを銘記すべきである。 

② 日本ＣＳＲのこれからの方向性 

1960 年代から 1990 年代にかけて独自に形成された日本ＣＳＲのＤＮＡは、2000年代の“欧米ＣＳ

Ｒショック”を受け、自分とは異なる考え方のＣＳＲを知った。それ以降、ＣＳＲ模索の10年となり、

最近ではＣＳＲの取組も報告もパターン化して“踊り場”状態となっていた。その後2010 年代に入っ

た途端に、ＣＳＲの概念・実践・報告をグローバルに収斂・統一させる世界標準が登場した。 

                                                 
9 米国の経営学者マイケル・ポーターが、ＣＳＲを超えるものとして 2011 年 2 月に提言したビジネス戦略論。保険会社の Aflac（日本）

は先頃 2012 年版の CSV 報告書を発行した。 
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実務的に言えば、「ＣＳＲとは、企業の意思決定と事業活動に伴う社会・環境への影響に対する責任

である」ことを強く認識し、まずは ISO26000 に基づくＣＳＲ経営の再構築とＣＳＲパフォーマンス

（KPI）の自己評価を行うことが肝要である。そして、“合体”でも“統合”でも良いから、財務情報

と非財務情報（ESG）の“一体報告”を試みることである。これは従来の発想では考えられなかったこ

とゆえ、これまでとは違う新しい世界が見えてくるはずである。 

日本ＣＳＲはそのＤＮＡから脱却する時が来た。今後、グローバル化がさらに進展するなかで、社

会・環境の持続可能性と企業の持続可能性の同時実現（あるいは社会・環境価値と企業価値の両立）

は不可欠である。社会・環境への影響力を強めた企業が、その本業（プロセスとプロダクト）におい

てこそ社会的課題を解決しなければならない。それが本業における「影響力の行使」であり、ＣＳＲ

経営の実践に他ならない。 

また、統合報告に求められるように、いずれ経営戦略（企業統治）において財務要素と非財務要素

が統合される。なぜならば、様々な制約の強まる21世紀の経営環境において、統合報告は新しい企業

価値を生むインフラに他ならないからである。このような発想は、これまでの日本ＣＳＲのＤＮＡか

ら決して生まれない。新たなリスクマネジメントの論点も含めて、日本ＣＳＲのＤＮＡの大いなる転

換の時が来たのである。 
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